第11章　タイ

エリック・D・ラムステッター

タイの2007年は，大晦日から正月にかけて勃発したバンコク市内での小規模なテロに始まった。死傷者の数から見れば，タイ南部で現在も続いているテロに比べて小さなものであったが，首都でこうした事件が起きたことは，昨年1年間の政治的混乱がタイ経済にいかに影響を与えたかを浮き彫りにした。一連の騒動は，数年前から始まったタクシン前首相の反対勢力に対する厳しい姿勢に起因している。しかし，直接的な原因は，2006年1月に，タクシン前首相一族がシンガポールの投資会社に対し，タイ最大手の通信グループの持ち株会社シン・コーポレーションの株式をインサイダー取引で売却したことにある。タイ奥地におけるタクシン氏への支持は依然高く，2006年4月の解散総選挙では圧勝したものの，この選挙は憲法裁判所で無効とされ，彼の不正が発覚したバンコクでは次第に支持率が下がっていった。この不正発覚やタクシン前首相の厳しい政策によるタイ南部での政治的混乱（暴動），タクシン氏率いるタイ・ラック・タイ党と枢密院司法委員会（国王が率いる）間の非常に複雑な政治的・軍事的攻防，これらの全てが9月のクーデターに繋がっていった。クーデターの首謀者は2007年末までに新たに選挙を行うことを約束し，スラユット・チュラノット首相率いる暫定政府を置き，軍がある一定の影響力を持ち続ける「国家安全保障評議会」を設立した。しかし，新政権が政治的安定をもたらせないのではないか，2007年の選挙が失敗に終わるのではないかといった懸念が増しており，こうした失敗による経済への影響にも不安が広がっている。

こうした政治的混乱にもかかわらず，タイ経済は2006年，約4.5％で成長を続けた。これは2005年の成長率と等しい（表11.1）。しかし，四半期別に見ると，第1四半期の6.1％から第2四半期には5.0％，第3四半期で4.7％と年間を通して下降傾向にある（図11.1）。そのため，第4四半期は2.3％という著しい減速が予測されている。2007年は微弱ながらも成長があると予測されているが（表1.1），政情不安のリスクを受けるとの見方が大きい。

2006年のGDPデフレータは5.1％，消費者物価指数は4.7％上昇すると予測される中，インフレ率は安定していた（表11.2）。2005年7月から2006年4月にかけて，金融に関するいくつかの指標が上昇している。一方で，消費者物価指数は前半の5.9％に比べて後半は平均で3.5％と減速している（図11.3）。2007年の予測では，インフレ率は2006年後半とほぼ同じレベルだと見られている（表1.1）。低いインフレ率の予測は2007年の金融政策への期待が低いことを反映しているが，部分的には2006年にタイバーツが12％も高騰したことも影響している。これに伴い，12月18日にタイ中央銀行が介入し，外国為替投機防止策を打ち出した。この介入によって翌日には株価が15％急落した（Thailand, Stock Exchange of Thailand，2007）。そのため，2006年末の株価は2005年末より5％下がった。しかしながら，この介入により，債権と無担保手形が残るかたちとなり，政府はバーツ高騰の真相を追究している。

これには2006年第3四半期までの輸出の成長が大きく関係している。財貨・サービスの輸出が実質GDPに占める割合は2.7％ポイント増加の69％であった（表1.1）。サービス輸出の伸びは非常に急速だが（米ドルで20％），財貨輸出の伸びもまた高かった（17％）。これに対し，その他の項目の伸びは緩やかで，内需の2大要素である民間最終消費支出と民間総固定資本形成は緩やかに縮小している。2007年の予測は，一般消費者や投資家が長引く政情不安にどのように反応していくかにかかっている。

農業はいろいろな意味で重要であり，公務員の占有率も高い（2006年で38％，表11.1）。しかし，GDPに占める比率（名目10％，実質8％）と輸出に占める比率（11％）はかなり小さい。これは農業における実質平均労働生産性が1998～2006年において，非農業のわずか14～16％の水準であったことを示している。こうした格差はインドネシアやマレーシア，フィリピンではさらに大きく（表7.1，8.1，9.1），タイの公務員数に対する農業の割合を多く見積もり過ぎているようにも思える。

製造業は経済活動に占める規模が大きい産業で，2006年の第1～3四半期における実質GDPに占める割合は約5分の2である（表11.1），2006年の1～11月期の財貨輸出に占める割合は76％である（表11.3）。機械製品，特に3つの主要な電子機器関連産業（事務用・電算機器，通信機器，その他電子機器）は，ここ数年，タイの輸出入で最も大きな割合を占めている。

日本，米国，欧州工業国は昔からタイの主要貿易相手国であるが，近年では中国との貿易が比較的大きな割合を占めている（表11.4）。また，消費財の輸入ではマレーシアとシンガポールも大きな割合を占めており，香港へ相当量を輸出している。シンガポールと香港との貿易の多くは他国を経由してのものである。タイにとって日本の公的資金は最大の収入源であり，新しいバンコク国際空港の建設を含め，タイの多くの公共事業を国際協力の一環として日本の銀行から援助している。一方で，タイが返済を行っていることもあり，2000年以降の純収入はマイナスになっている。これに対し，日本の民間銀行のタイへの貸し付けは2004～06年に増加しており，日本の銀行貸し付けの割合はここ数年で初めて増加している。

日本とタイとの財貨貿易において，その大部分は機械製品，特に3つの主要な電子機器関連項目が占めている（表11.5，11.6）。タイはまた，日本の対外直接投資の重要な拠点で，東洋経済の統計によると，2005年における現地日本企業雇用者の約3分の1が電子機械関連企業である（表11.7）。輸送機械関連企業（主に自動車）もまた，多くの労働者を抱えており，経済産業省および経済産業研究所の統計によると，近年，売上高で最大のシェアを占めるようになった。日本とタイは2005年8月に経済協力に関して基本的な合意に至っているが，タイの政情不安からその実現は2007年まで延期となっている（The Nation，2006年12月23日）。さらに，この合意は，一部農作物（例えばパイナップルの缶詰や砂糖）に対する日本の輸入規制および，タイ政府のその他市場（例えば自動車）の自由化のペースが遅いことで制限されている。
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